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概要

　本研究では、介護施設の業務効率化を促進するための組織づくりに向けた、実践的かつ実証的なエビデンスを
得ることを目的とし、調査を実施した。具体的には、介護現場における非効率的な業務慣行や考え方を意味する
「無駄な仕事」に着目し、関係者へのヒアリングを経た上で、介護職員が認識する「無駄な仕事」の実態とその
影響要因に関するアンケート調査を行った。
　結果、介護職員の約 7割が日常業務の遂行において「無駄な仕事」が存在すると回答した。具体的な内容とし
ては、会議・委員会、記録・書類、周辺業務、協働・連携、研修・教育、その他のカテゴリーが挙げられた。ま
た、これらの「無駄な仕事」は組織文化の影響を受けやすく、組織学習や心理的安全性が低い組織ほど「無駄な
仕事」が多い傾向が示唆された。さらに、「無駄な仕事」が多いほど、職員の QWL（Quality of Working Life）が
低いことも明らかとなった。本調査を通じて、介護職場における「無駄な仕事」の実態を明らかにするととも
に、組織文化や職員の QWLとの関係を実証的に分析することができた。国内において、「無駄な仕事」に関する
概念化や実証研究はほとんど行われておらず、本研究の結果は、今後の議論の基盤として重要な意義を持つと考
えられる。

背景および目的

　厚生労働省は、介護職員の負担軽減と業務の効率化を図ることで、介護の質を向上させると同時に、介護職員
の離職防止や定着促進を支援することを目的に、2018年より「介護分野における生産性向上」に向けたガイドラ
インを発表し、関連施策を推進している。2000年以降、介護分野にも経営や競争の概念が浸透し、限られた経営
資源の中での効率的な運営が求められるようになっている。特に近年は人材不足が深刻化しており、離職防止や
サービスの質向上の観点からも、業務の効率化が喫緊の課題となっている。このため、介護の直接業務や間接業
務の改善が推奨されている。しかし、現場におけるフィールドワークを進める中で、多くの介護施設において、
非効率的な業務慣行や考え方、いわゆる「無駄な仕事」を排除することに対する抵抗が、大きな阻害要因となっ
ていることが明らかになった。
そこで、本研究では、介護施設で働く介護職員が認識する「無駄な仕事」の具体的な場面や要素を明らかにし、
さらに「無駄な仕事」がどのような組織で多く見られるのか、また、それが職員に与える影響について検証する
ことを目的とした。

方法

　関西地域に所在する介護老人福祉施設のうち、等間隔抽出法により 1,000施設を抽出し、各施設あたり介護職
員 4名分の質問紙および返信用封筒を郵送し、調査を依頼した。調査期間は 2022年 12月から 2023年 1月まで
とし、回答が不十分なものを除外した結果、最終的に 548部を分析対象とした。
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主な質問項目は以下の通りである。１）回答者および施設の属性、 ２）「ムダな仕事」に関する項目：先行研究
および事前に行った介護職員を対象にしたインタビュー調査の結果を踏まえ、“なくしてほしい業務”、“改善が
必要な業務”、“非効率的な業務慣行や考え方”の 3項目を作成した。また、ムダな仕事の具体的な内容を把握す
るため、自由記述としてムダな仕事の具体的な内容について述べてもらうよう依頼した。３）職場の「組織文
化」に関する項目：先行研究を参考に、組織文化を測定する尺度として「心理的安全性」、 「組織学習」を用い
た。４）「QWL」に関する項目：岩切ら（2022）が開発した「介護者 QWL簡易尺度」を使用した。
　データ分析は、IBM SPSSを用いて、属性やムダな仕事に関する各項目については、単純集計を行った。また、
「ムダな仕事」「心理的安全性」、「組織学習」に関する尺度については、因子構成を確認するため確認的因子分析
を行ったうえで、各因子の信頼性係数を求めた。さらに、「ムダな仕事」に影響を及ぼす要因とその影響を分析
するため、相関関係分析および重回帰分析を行った。一方、「ムダな仕事」に関する自由記述については、回答
内容の文字お越しを行ったうえで、 佐藤（2008）の質的分析方法を用いて内容分析を行った。

結果および考察

1）無駄な仕事の実態
　介護職員の約 7割が、日常業務の遂行において「改善が必要な業務」「非効率的な業務慣行や考え方」「なくし
たい業務」があると回答した。また、自由記述の内容分析を行った結果、無駄な仕事は 「会議・委員会」「記録・
書類」「周辺業務」「協働・連携」「研修・教育」「その他」 の 6つのカテゴリーに分類できることが明らかになっ
た。介護職員が認識する無駄な仕事は、単なる不要な業務にとどまらず、介護業務の遂行において専門性の発揮
を妨げるものが多く含まれていた。具体的には、過度な記録・書類業務、不必要に時間を要する会議や委員会、
形式的な研修・教育、過剰な連携業務などが指摘された。これらは、業務改善の観点から削減すべき「単純で明
らかなムダ」だけでなく、介護の本質的な価値を考慮すると不可欠ともいえる業務も含まれている。特に、介助
の延長線上で行われる周辺業務や、研修・教育の機会は、介護サービスの質向上に関わる重要な要素である。し
かし、人材不足や業務の過密化により、限られた時間とリソースのなかで最低限の業務遂行に専念せざるを得な
い状況が生まれ、結果として「無駄」とみなされている可能性がある。
2）組織文化と無駄な仕事の関係
　次に、組織文化が無駄な仕事に及ぼす影響について分析した結果、 心理的安全性が高い施設ほど、また組織学
習が活発な施設ほど、無駄な仕事が少ない ことが明らかになった。心理的安全性が高い組織では、職員同士が気
軽に意見を言い合える環境が整っており、日常業務の課題発見や共有、改善に向けた意思疎通が促進される。そ
の結果、無駄な仕事の削減に向けた提案や取り組みが行われやすいと推察される。また、組織学習が進んでいる
職場では、職員同士の知識・経験の共有やリフレーミングが活発であり、他施設の実践やノウハウを取り入れる
姿勢が強いため、無駄な仕事の気づきや改善が促進されると考えられる。組織が抱える業務慣行の見直しには、
こうした アンラーニング（既存の慣習を捨て去るプロセス） が不可欠である。
3）無駄な仕事と職員の QWL
　無駄な仕事が職員の QWLに及ぼす影響について分析したところ、無駄な仕事が多い施設では職員の 仕事の充
実感、やりがい、職務満足度、仕事の継続意思が低い ことが示唆された。この結果は、先行研究（Fernando et al.,
2006; Locander et al., 2004; Spector, 1997）を支持するものである。無駄な仕事が多い職場では、介護職員が利用者
との関わりに十分な時間を割くことができず、 直接業務よりも周辺業務に時間を奪われる ことが多いため、仕
事のやりがいが損なわれる可能性がある。さらに、Murphy Leadership Institute（2003） の指摘するように、無駄
な仕事の増加は 職員の満足度低下だけでなく、人件費の増加や経営効率の低下につながるリスクもある。

結論

　本研究を通じて、「組織文化 → 無駄な仕事 → QWL」 という因果関係を明らかにすることができた。無駄な仕
事の削減には、単なる業務改善ではなく、 組織文化の変革が不可欠である。古川（2019） は、組織文化を変革
するためには、組織メンバー間で共有されている暗黙の価値観を明確にし、組織全体で戦略的に変化に適応して
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（完）

いく必要があると指摘している。価値観や文化には慣性があるため、たとえ改革を試みても元の状態に戻りやす
いことから、時間と継続的な努力が求められる。
　まずは、現場レベルで無駄な仕事を可視化し、それについて話し合う場を設けることが重要である。そして、
経営層や中間管理職がその取り組みを認め、支援する姿勢を示すことが、組織の変革を促す鍵となる。無駄な仕
事の蓄積は 突発的に生じるものではなく、長年にわたる業務慣行の積み重ねによるものである。そのため、個々
の職員の意識改革だけでなく、組織全体での体系的な取り組みが必要であり、それが最終的に職員の定着、働き
がいの向上、経営の効率化につながると考えられる。
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